
○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置○分野、テーマ毎にネットワークＣＯＥを設置

・大学・国研が組織全体として支援

・施設の活用

・教官の兼業自由度の拡大・休職制度の活用

大学・国研

○プログラムリーダーに全面的な権限と責任を集中(研究成果の社会還元まで)

○トップレベルの教授、国研、企業研究者が一定規模参加

○国とは別の法人組織（または､大学、公立研究所の１部門）

○知的財産権のルールの明確化

○人材(大学院生、ポスドク)の育成

産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ産学官連携ＣＯＥ

企　業

サブ研究拠点

・技術者の参加、最先端の施設活用

・研究成果の事業化

・必要に応じ資金の投入

ネットワーク型ＣＯＥのイメージネットワーク型ＣＯＥのイメージ 　２００１年７月１６日
経団連環境・技術本部

○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進○情報の共有と事業化の推進

Ｙ分野の産学官連携ＣＯＥ(国研) Ｚ分野の産学官連携ＣＯＥ(大学)
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サブ研究拠点サブ研究拠点

サブ研究拠点

Ｘ分野の産学官連携ＣＯＥ(大学)

サブ研究拠点 サブ研究拠点

実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化実力のある大学、公的研究機関、企業のネットワーク化
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